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税引後法については，わが国においてもすでに中田 [1973]，齋藤 [1999]，西村 [2001]
などで検討がなされているが，本稿は，税引後法の位置づけ・考え方を歴史的に整理し，
検討することを目的としている。歴史的には，1965年に公表されたアメリカ会計原則審議
会 (Accounting Principles Board : APB) の会計原則審議会意見書 (Opinions of the















中 島 稔 哲
 税効果会計の生成と税引後法
税効果に係る言及を行った権威ある声明 (Authoritative Pronouncement) としてまず指
摘し得るのは，1942年にアメリカ会計士協会 (American Institute of Accountants : AIA) の
会計手続委員会 (Committee on Accounting Procedure : CAP) が公表した会計研究公報
(Accounting Research Bulletin : ARB) 第18号「償還社債に係る未償却割引発行差金及び償
還割増金〔増補版]」(CAP [1942]) (ARB18) である (Beresford et al. [1983], p. 135)｡
ARB18は，1939年に公表された ARB第２号「償還社債に係る未償却割引発行差金及び償
還割増金」(CAP [1939]) (ARB2) の増補版である。
ARB2は，償還社債に係る未償却割引発行差金および償還割増金 (未償却社債発行差金







認められるべきではないとされていた (ARB2, p. 10)。
当時の法人税に関する一般的な会計実務は，公益事業 (public utility) を除いて，課税所
得と税引前利益の間の重要な差異の有無にかかわらず，税務申告書に基づいた納付税額を
損益計算書に計上するもの (納税額方式： flow-through method) であった (Crawford
[1946], p. 756)。1930年代までは,【図表１】のとおり法人税率は相対的に低く，課税所
得と税引前利益との間の差異は，純利益を歪める原因とまでなっていなかった (Crawford
[1946], p. 756) ことから，ARB2は，税効果について言及をしていないと推察される。
さて，ARB2は，第 1a法に関して，損益計算書重視が高まりつつある観点から，一般
的な原則としては，利益剰余金に賦課せず，損益計算書において認識することを奨励して
いた (ARB2, p. 10)。1941年に公表された ARB第８号「損益及び利益剰余金結合計算書」
(CAP [1941]) (ARB8) においても，利益に対する賦課と利益剰余金に対する賦課を区分
することの重要性は認識されていたが，利益剰余金に対する賦課として適当なるものは定






























































第 1a法〔ARB2 : 即時消却・利益剰余金賦課方式〕
(借) 利益剰余金 5,000 (貸) 社債発行差金 5,000
第 1b法〔ARB18 : 即時消却・利益剰余金賦課方式と税金の期間内配分〕
(借) 利益剰余金 3,000 (貸) 社債発行差金 5,000
(借) 社債発行差金消却額 2,000 2
第４法〔ARB8 : 即時消却・損益計算書賦課方式〕






第 1a法 第 1b法 第４法
償却費消却額控除前利益 26,000 26,000 26,000
社 債 発行差金償却 1,000 1,000 1,000
消 却 額控除前利益 25,000 25,000 25,000
社債発行差金消却額 0 0 5,000
税 引 前当期純利益 25,000 25,000 20,000
法 人 税 等 8,000 1 8,000 1 8,000 1
社債発行差金消却額に帰属する税金減少分 2,000 2
当 期 純 利 益 17,000 15,000 12,000














第 2a法〔ARB2 : 旧社債の償還までの残存期間にわたる償却〕
・償 還 年 度：仕訳ナシ
・償還年度以後：(借) 社債発行差金償却 1,000 (貸) 社債発行差金 1,000
第 2b法〔ARB18 : 旧社債の償還までの残存期間にわたる償却・税引後法〕
・償 還 年 度：(借) 社債発行差金取崩額 2,000 (貸) 社債発行差金 2,000 *3









第 2a法 第 2b法
償還年度 償還年度以後 償還年度 償還年度以後
償却費控除前利益 26,000 26,000 26,000 26,000
社 債 発行差金償却 1,000 1,000 1,000 600
税 引 前当期純利益 25,000 25,000 25,000 25,400
法 人 税 等 8,000 1 10,400 2 8,000 1 10,400 4
社債発行差金消却額に帰属する税金減少分 2,000 3





























スに生じる問題を取り上げた ARB第23号「法人税等の会計」(CAP [1944]) (ARB23) が

























し (ARB23, p. 185), 繰延税金方式を導入している。
1953年には，ARB第43号「会計研究公報再述・改訂版」(CAP [1953]) (ARB43) が公
表され，ARB18は同号の第15章に，ARB23は第10章第２節に，その内容が引き継がれて
いる。第15章は，ARB18において示された会計処理のうち，第 2b法〔旧社債の償還まで
の残存期間にわたる償却・税引後法〕を選好し (ARB43, Chapter 15, pars. 1011), 第４法
〔即時消却・損益計算書計上方式〕と第 1b法〔即時消却・利益剰余金賦課方式と税金の
期間内配分〕を容認している (ARB43, Chapter 15, pars. 67)4)。
第10章第２節は，まず，税務申告書と損益計算書との間の特定の差異が，比較的に長期
間にわたって毎期反復的に発生することが前提となっている場合には適用されず
(ARB43, Chapter 10, par. 1), 法人税等の費用性を前提としたうえで (ARB43, Chapter 10,
par. 4), 税金の配分が要求される必要性の高いケースとして，純利益を歪曲することとな
るような影響を法人税等に及ぼす取引が①剰余金勘定，②繰延費用勘定，あるいは③引
















当該効果について繰延税金を認識する必要はないとしていた (ARB44, par. 4)。
その後，1958年には，課税の繰延べ効果に関する会計処理を変更した ARB第44号〔改
訂版〕｢逓減残高償却法」(CAP [1958]) (ARB44R) が公表された。ARB44Rでは，繰延
べられる税金の金額に重要性があれば，それに対して会計上の考慮が払われなければなら
ないとの立場に変更がなされた (ARB44R, par. 4)。すなわち，課税が相当期間繰延べられ
る場合であっても，費用収益の適切な対応を達成し，損益計算の歪曲を排除するために，
金額に重要性がある場合には，繰延べられた税金を財務会計において認識することが必要












うに，アメリカ会計学会 (American Accounting Association : AAA) の「会社財務諸表会計



































累計額ないしこれに類する評価勘定としている8)。Dohr [1959], Bierman [1963] ともに，





















１年度 150 160 310
２年度 150 120 270
３年度 150 80 230
４年度 150 40 190
計 600 400 1,000
１年度 ２年度 ３年度 ４年度 計
収 益 XXX XXX XXX XXX XXX
減価償却費 310 270 230 190 1,000
利 益 XXX XXX XXX XXX XXX

































注1）本稿では，ARBについて，Accounting Research Bulletins Nos. 151 (19391959) を参照して
いる。したがって，そこでの該当頁を示している
2）未償却社債発行差金等を，確定した (realized) 損失ではなく継続的にベネフィットを生み
出す原価とみなして繰越し，将来の期間に配分するというものである (ARB2, pp. 1516)。
3）超過利潤税 (excess-profits taxes) は除く。
4）なお，ARB第32号 (CAP [1947], par. 11(e)) および ARB第43号 (CAP [1953], Chapter 8. par.
11(e)) は，包括主義損益計算書を望ましいものと表明しているが，買入償還に伴う未償却の
社債発行差金の巨額の償却については，純利益の算定から除外すべき項目としている。
5）法人税等に関する AAAの考え方については，中島 [1960] を参照されたい。
6）ただし，貸借対照表の表示問題は二次的なものとして，その在り方を提示していない。
7）EFRAG [2011] では，価値修正法 (the valuation adjustment approach) と称している。
8）西村 [2001，198頁] は，資産が税金を減少させる能力に着目する方法を，税配分方式たら
ざる税引後法方式としている。
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